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2023/05/22 17:16:01 / 22950445_株式会社三洋堂ホールディングス_招集通知

主要な営業所

地 区 店 名

名 古 屋 市 内
（ ７ 店 舗 ）

いりなか店、中野橋店、新開橋店、志段味店、
当知店、よもぎ店、名鉄神宮前店

そ の 他 愛 知 県
（ 1 8 店 舗 ）

梅坪店、豊川店、本新店、知立店、半田店、鳥居松店、小牧店、
香久山店、高浜Ｔぽーと店、清洲店、ひしの店、大田川店、
乙川店、西尾店、城山店、江南店、碧南店、シャオ西尾店

岐 阜 県
（ 2 6 店 舗 ）

高山店、長良店、土岐店、ルビットタウン高山店、大野店、
穂積店、みのかも店、高富店、新関店、多治見南店、大和店、
アクロスプラザ恵那店、大垣バロー店、各務原店、たじみ店、
本巣店、せき東店、垂井店、下恵土店、こくふ店、
養老店、瑞浪中央店、市橋店、中津川店、芥見店、
ルビットタウン中津川店

三 重 県
（ ８ 店 舗 ）

富田店、桑名店、北勢店、星川店、白塚店、名張店、生桑店、
菰野店

滋 賀 県
（ ５ 店 舗 ）

近江八幡店、八日市店、高月店、長浜店、豊郷店

奈 良 県
（ ５ 店 舗 ）

橿原神宮店、桜井店、平群店、大安寺店、香芝店

福 井 県
（ １ 店 舗 ）

小浜店

長 野 県
（ １ 店 舗 ）

駒ヶ根店

千 葉 県
（ １ 店 舗 ）

岬店

茨 城 県
（ １ 店 舗 ）

石岡店

地 区 店 名

岐 阜 県
（ １ 店 舗 ）

神戸クック・ワールドビュッフェイオンタウン各務原鵜沼店

福 井 県
（ １ 店 舗 ）

神戸クック・ワールドビュッフェパリオシティ福井店

主要な営業所（2023年３月31日現在）

１. 当社

本部　名古屋市瑞穂区新開町18番22号

２. 株式会社三洋堂書店

本部　名古屋市瑞穂区新開町18番22号

物流センター　愛知ロジスティクスセンター（愛知県犬山市）

店舗　73店舗

３. 株式会社三洋堂プログレ（名古屋市瑞穂区）

店舗　２店舗

－ 1 －
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会社役員に関する事項

会社役員に関する事項

責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める額として

おります。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役又は社外監査

役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに

限られます。

役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険

会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び子

会社各社の取締役、監査役及び当社の執行役員であり、当該契約の保険料は全額

当社が負担しております。当該保険契約により被保険者が株主代表訴訟、会社訴

訟、第三者訴訟等により負担することとなった争訟費用及び損害賠償金等が填補

されることとなります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれない

ようにするため、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については、填補

の対象外としております。

－ 2 －
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会計監査人の状況

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

18,000

会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　三優監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま

す。

さらに、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その

必要があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会

議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその適否を判断したう

えで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(6) 補償契約の内容の概要等

該当事項はありません。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制の決議の内容の概要

及び当該体制の運用状況の概要

　当社及び当社子会社（以下、当社グループという）の取締役の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制につい

ての決定内容及び運用状況の概要は以下のとおりであります。

１. 業務の適正を確保するための体制の決議の内容の概要

（１）当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

① 法令遵守の行動規範として企業倫理憲章並びにコンプライアンスに係わる規程を制定す

るとともに、グループ各社にその徹底を図るため従業員教育を実施する。

② 内部監査室をコンプライアンス統括部署として、内部監査室は当社グループ内のコンプ

ライアンス体制、規程等の整備状況を統括・管理し、コンプライアンス状況を監査す

る。

③ 当社グループ内の法令違反、不祥事等の企業内自浄能力維持、確保のためにグループ内

部通報制度を制定する。

④ 当社グループは、反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとともに、警察、顧問弁護

士、外部専門機関と緊密に連携し、毅然とした態度で対応する。

（２）取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に対する体制

① 総務担当取締役は、取締役の職務執行に係わる情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書

等という）に記録し、保存する。

② 総務担当取締役は、文書等の記録、管理及び保存の方法を、文書管理規程及び文書等保

存規程に定めるものとする。

③ 取締役及び監査役は常時これらの文書又は電磁的媒体を閲覧できるものとする。

（３）当社グループの損失の危険の管理に対する規程その他の体制

① リスク管理規程を制定するとともにリスク管理統括責任者を選任し、当社グループ内の

リスク管理体制を整備する。

② 当社グループ内のリスク管理の徹底、未然防止を図るために外部のリスク管理の専門家

と提携する。

③ 当社グループ内で不測の事態が発生したときには、社長を本部長とした対策本部を設置

し、リスク管理統括責任者と顧問弁護士、外部リスク管理会社等を含んだ体制を組織

し、迅速な対応と損害の拡大防止を図る。

④ 内部監査室は、リスク管理規程に基づき、当社グループ内のリスク管理体制及びリスク

管理状況を監査する。

－ 4 －
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業務の適正を確保するための体制

（４）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

① 当社グループの取締役､社員等が共有する全体的な方針､目標及び次年度予算計画を定

め､各部署、各子会社はこれに基づき各部署ごと、子会社ごとに目標・計画を策定す

る。

② 毎期末に、向こう３ヶ年の中期経営計画を策定し、翌期末にレビューを行う。

③ 当社グループの取締役は組織規程､職務権限規程に基づき業務の執行を行い､取締役会は

権限委譲及び決裁ルールに基づく業務効率化を監視する。

（５）その他当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

① 企業倫理憲章並びにコンプライアンスに係る諸規程に基づくコンプライアンス体制は、

子会社を含めた当社グループ全体を対象にする。

② 当社は、子会社に対しては独立性を尊重しつつ、関係会社管理規程に基づき、子会社か

ら当社への定期的な報告と重要事項についての当社と子会社との協議・決裁を通して適

切な経営管理を行う。

③ 当社の監査役は、会計監査人及び内部監査室と密接に連携し、子会社に対して監査を行

い、業務の適正を確保する。

④ 当社の内部監査室は、子会社に対して内部監査を行い、子会社の業務全般にわたる内部

統制の有効性と妥当性を確保する。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並

びに監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関

する事項

① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、必要に応じて適切

な人材を配置する。

② 当該使用人の任命、異動等人事権に係る事項の決定については、監査役の事前の同意を

得ることとし、取締役からの独立性を確保する。

③ 当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事す

るものとする。

（７）当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及びその

報告をした者が当該報告をしたことを理由として不当な取り扱いを受けない

ことを確保するための体制

① 当社グループの取締役は、監査役（会）に報告すべき事項を、監査役と協議のうえ、規

程として策定する。

② 当社グループの取締役及び使用人は、取締役又は使用人がグループ各社の目的とする範

囲外の行為、その他法令・定款に違反する恐れがある場合及び会社に著しい損害を及ぼ

－ 5 －
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業務の適正を確保するための体制

す恐れのある事実について監査役へ報告する。

③ 監査役は、必要と判断したときは、いつでも当社グループの取締役又は使用人に報告を

求めることができる。

④ 監査役は、必要と判断したときは、いつでも内部通報窓口への通報状況とその処理の状

況について報告を求めることができる。

⑤ 内部通報窓口への通報内容が監査役の職務の執行に必要な範囲にかかる場合及び通報者

が監査役への通報を希望する場合は、速やかに監査役に通報する。

⑥ 当社グループは、上記の報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として、

不利な取り扱いを行うことを禁止する。

（８）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

① 監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたとき

は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用

又は債務を処理する。

（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役（会）は、取締役会に年に２回以上ヒアリングを行うとともに、定期的に意見交

換会を開催し、特に、内部統制システムに関する監査の結果について報告し、必要ある

ときは内部統制システムの改善を助言又は勧告する。

② 監査役は、内部監査室と連携を強化し、内部監査室から内部監査の結果について報告を

求め、その是正計画に対し助言を行うとともにグループ各社の監査役とも連携を図る。

③ 監査役は、会計監査人との連携を図り、監査報告書等を通じて内部統制システムの状況

を監視し検証する。

－ 6 －
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業務の適正を確保するための体制

２. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

（１）当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

　法令遵守の行動規範としての企業倫理憲章並びにコンプライアンス基本規程は常に社内で

閲覧できる状態にあり、社内への周知徹底及び社内研修による教育等を実施しております。

　内部監査室はコンプライアンス統括部署として、当社グループ内のコンプライアンス体

制、規程等の整備状況を統括・管理し、コンプライアンス状況を適切に監査しており、それ

らを日常の監査に織り込む形で実施しております。内部通報制度をリスクホットラインとし

て社内に周知を図っており、適切に運用しております。反社会的勢力との関係を遮断すると

ともに、警察とともに主に外部専門機関と緊密に連携して毅然とした態度で対応しておりま

す。また、新規取引先についても反社会的勢力調査を実施して、関係が発生しないよう対応

しております。

（２）取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に対する体制

　取締役会議事録や重要事項に関する稟議書等の取締役の職務の執行に関する情報（文書又

は電磁的記録）は、文書管理規程及び文書等保存規程に基づき、適切に保存及び管理を行っ

ております。また、取締役及び監査役は常時これらの文書又は電磁的記録を閲覧できるよう

に管理されております。

（３）当社グループの損失の危険の管理に対する規程その他の体制

　リスク管理規程の定めに基づき執行役員会において当社に関わるリスクの識別、分析を行

っております。リスク管理統括責任者を選任し、当社グループ内のリスク管理と、未然防止

や損害の拡大防止を図るために、外部リスク管理会社の専門家や顧問弁護士と連携しており

ます。

（４）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

　３月の取締役会に上程される３ヶ年の中期経営計画に基づき、毎年各部門の方針並びに業

績目標を明確にして社内で共有するとともに、年度の予算の達成状況については定例取締役

会にて報告され、必要に応じて対策検討を実施することで経営目標の達成管理を行っており

ます。

　権限委譲及び決裁ルールを定めた組織規程､職務権限規程に基づき、業務執行に係る重要

案件については、取締役会への上程前に執行役員会に付議し、執行役員会による実行の妥当

性、リスクの有無等の議論を経ることで、取締役の職務執行の適正性と効率性を図っており

ます。

（５）その他当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　子会社を含めた当社グループ全体として、企業倫理憲章並びにコンプライアンスに係る諸
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業務の適正を確保するための体制

規程に基づくコンプライアンス体制の構築を図っております。

　関係会社管理規程に基づき、子会社で必要とされる稟議事項については、当社の取締役と

取締役会にて検討を行い承認・決裁を行うことで業務の適正を確保しております。

　当社の監査役は、会計監査人及び内部監査室と密接に連携して子会社に対して監査を行

い、また当社の内部監査室も、子会社に対して内部監査を行うことによって、子会社の業務

全般にわたる適正性と内部統制の有効性を確保しております。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並

びに監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関

する事項

　必要に応じて監査役付きスタッフを置くこととしておりますが、現在当該スタッフはおり

ません。また、当該スタッフを置いた場合の独立性については監査役監査基準にて定めてお

ります。

（７）当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及びその

報告をした者が当該報告をしたことを理由として不当な取り扱いを受けない

ことを確保するための体制

　監査役は、取締役会、執行役員会等の重要な会議に出席し、社内の重要な意思決定の過程

及び業務の執行状況並びに社内のコンプライアンスの遵守状況を把握するとともに、必要に

応じて適宜意見を述べております。また、当社グループは、監査役に報告を行った者に対

し、当該報告を行ったことを理由として不利な取り扱いを行わないように徹底しておりま

す。

（８）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、

監査役の請求に従い経理グループが適切に対応しております。

（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役会に年に２回以上ヒアリングを行うとともに、毎月の定例取締役会に参

加して定期的に意見交換を実施しており、常勤監査役は毎週開催される執行役員会にも出席

して、監査役の立場から積極的に発言しております。また、内部監査室から内部監査の結果

について適時に受けるとともに定例取締役会においても報告を受けており、子会社の監査役

とも意見交換を行っております。さらに、会計監査人とも会計監査の都度に会合を行ってお

り、監査報告書等を通じて内部統制システムの状況について監視しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

20 2 2年４月１日　残高 1,986,000 1,139,163 △59,965 △100,520 2,964,677

連結会計年度中の変動額

減 資 △1,886,000 1,886,000 －

親会社株主に帰属する

当 期 純 損 失 （ △ ）
△496,769 △496,769

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 △1,886,000 1,886,000 △496,769 － △496,769

2 0 2 3年３月31日　残高 100,000 3,025,163 △556,735 △100,520 2,467,907

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配

株 主 持 分
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金

退職給付に係

る調整累計額

その他の包括利益

累 計 額 合 計

20 2 2年４月１日　残高 86,410 27,899 114,309 921 3,079,908

連結会計年度中の変動額

減 資 －

親会社株主に帰属する

当 期 純 損 失 （ △ ）
△496,769

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)
11,499 11,266 22,765 △921 21,843

連結会計年度中の変動額合計 11,499 11,266 22,765 △921 △474,925

2 0 2 3年３月31日　残高 97,909 39,165 137,075 － 2,604,983

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

連結注記表

１.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社

・連結子会社の名称 株式会社三洋堂書店

株式会社三洋堂プログレ

② 非連結子会社の状況

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 会計方針に関する事項

① 資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券

その他有価証券

ロ. 棚卸資産

商品 主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

② 固定資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 定率法を採用しております。

（リース資産を除く） 　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法を採用しております。

事業用定期借地権等が設定されている建物及び構築物につ

いては当該契約期間を耐用年数の限度とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。なお、取得価額10万円

以上20万円未満の減価償却資産については３年間で均等償

却をしております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～34年

ロ. 無形固定資産 定額法を採用しております。

（リース資産を除く） 　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づいております。
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連結注記表

③ 引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

ロ. 賞与引当金 　当社及び連結子会社の従業員に対する賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。

ハ. ポイント引当金 　将来のポイントの使用により発生する費用に備えるた

め、未使用ポイント残高に対して、過去の使用実績等を勘

案して、将来使用が見込まれる額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義

務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下

のとおりであります。

イ．商品の販売

当社グループの顧客との契約から生じる収益は、主に店舗における本、文具・雑貨等

の商品の販売によるものであり、これら商品の販売については、商品の引渡時点におい

て顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることか

ら、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、商品の販売のう

ち、当社グループが代理人に該当すると判断した取引については、商品の引渡時点にお

いて、商品の販売を手配する履行義務が充足されると判断していることから、顧客に商

品を引き渡した時点で顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益

を認識しております。代金は、商品引渡し後、概ね１カ月以内に回収しております。

ロ．ポイント制度

販売時に自社ポイントを付与するサービスの提供については、付与したポイントを履

行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して履行義務に配分した取引価格を契

約負債として収益から控除して繰り延べ、顧客のポイント利用に従い収益を認識してお

ります。なお、販売時に他社ポイントを付与するサービスの提供については、付与した

ポイントに係る他社への支払額を控除して収益を認識しております。

ハ．不動産賃貸収入

当社グループの店舗へのテナント誘致に伴う不動産賃貸収入については、企業会計基

準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づき、その発生期間に賃貸収益を認識し

ております。代金は、収益認識後、概ね１カ月以内に回収しております。
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連結注記表

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(4) 表示方法の変更

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外収益」の「補助金収入」（当

連結会計年度は、290千円）は、金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度より「営業外

収益」の「その他」に含めて表示しております。
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連結注記表

有形固定資産 2,837,895千円

無形固定資産 110,831千円

投資その他の資産のその他 38,750千円

減損損失 265,374千円

建物及び構築物 25,066千円

土地 706,851千円

計 731,918千円

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 860,016千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 8,284,040千円

２.　会計上の見積りに関する注記

(1) 翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの

固定資産の減損損失

(2) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(3) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位にグルー

ピングしており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングをしております。また、

当社グループの本社建物等は共用資産としてより大きな単位でグルーピングをしておりま

す。

上記資産グループにおいては、営業活動から生じる損益が継続してマイナス又は継続して

マイナスとなる見込みとなっている店舗等、土地の時価が著しく下落している店舗、退店の

意思決定を行った店舗及び将来使用見込みのない遊休資産に減損の兆候があると判断してお

ります。

減損の兆候がある場合には、当該資産グループの将来キャッシュ・フローを見積り、割引

前将来キャッシュ・フローの合計額が固定資産の帳簿価額を下回る場合に、使用価値又は正

味売却価額のいずれか高いほうの金額（回収可能価額）まで帳簿価額を減額し、当該減少額

を減損損失として計上しています。

減損の兆候の有無の判定に際して使用する営業損益の見込み、及び減損損失の認識の要否

の検討において使用する割引前将来キャッシュ・フローの算定には、重要な仮定として、各

店舗の過去の実績等に基づいた翌期以降の売上高・売上総利益予測、翌期以降の経費削減施

策の効果等による営業損益改善予測が含まれております。

固定資産の減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては、入手した情報に基

づき慎重に検討しておりますが、固定資産の価格の下落や店舗の継続的な収益の悪化に伴う

事業計画の変更、市場環境の変化により、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じて回

収可能価額が減少した場合には、減損損失の計上が必要となり、当社グループの翌連結会計

年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

３.　連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務
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連結注記表

場所 用途 種類

愛知県他（29店舗） 店舗 建物等

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 7,400千株 －千株 －千株 7,400千株

４.　連結損益計算書に関する注記

(１) 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載して

おりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「７．収益認識に関する注記　（1）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

(２) 減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位にグルー

ピングしており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングをしております。

上記資産グループにおいては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている

店舗、及び土地の時価が著しく下落している店舗を対象としております。回収可能価額が帳

簿価額を下回るものについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（265,374千円)として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物220,032

千円、有形固定資産のその他42,797千円、無形固定資産414千円、投資その他の資産のその

他2,129千円であります。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しております。使用価値

の測定にあたっては将来キャッシュ・フローに基づき算定しておりますが、割引前将来キャ

ッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。

５.　連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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連結注記表

６.　金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、余資については原則として短期的な預金等で運用し、手元流動性資金

の確保に努めております。また、設備投資計画に照らして必要な資金を主に銀行からの長

期借入金により調達し、短期的な運転資金は銀行借入により調達する方針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク

・営業債権である売掛金は、原則として信販販売及び図書カード等によるものであり､信

用リスクの回避に努めております。

・投資有価証券である株式は、原則として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場

価格の変動リスクに晒されております。

・営業債務である買掛金、及び電子記録債務は、原則として１年以内の支払期日としてお

ります。

・借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達手段として借り入れるものと

しておりますが、原則として手元資金の範囲内で支出を賄うこととしております。長期

借入金は主に設備投資に係る資金調達として、原則として固定金利で調達し、金利変動

リスクを回避しております。

・差入保証金は、賃借物件の利用による出店に際しての、貸主に対する敷金及び保証金等

であります。これらは、貸主の信用リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

・売掛金は、定期的に回収される売掛金額の店舗ごとの確認、異常値の有無の確認、月末

残高の確認により、管理しております。

・投資有価証券である株式は、四半期ごとに時価を把握し、変動が大きい場合は取締役会

に報告しております。

・差入保証金は、四半期ごとに残高変動の有無及び個別の貸倒懸念事象発生の有無を確認

し、必要に応じて取締役会へ報告しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 投資有価証券 215,971 215,971 －

(2) 差入保証金 979,465 944,095 △35,370

資産計 1,195,436 1,160,066 △35,370

(1) 長期借入金（１年内返済予

定の長期借入金含む）
2,765,308 2,748,908 △16,399

負債計 2,765,308 2,748,908 △16,399

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 6,750

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 215,971 － － 215,971

資産計 215,971 － － 215,971

(2) 金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（注）１. 「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「電子記録債務」「未払法人税等」「短期借

入金」については、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額と近似していることか

ら、記載を省略しております。

２. 市場価格のない株式等については、「資産（1）投資有価証券」には含めておりませ

ん。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 944,095 － 944,095

資産計 － 944,095 － 944,095

長期借入金（１年内返済予定の長期借

入金含む）
－ 2,748,908 － 2,748,908

負債計 － 2,748,908 － 2,748,908

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金

差入保証金の時価は、契約期間及び信用リスクを勘案し、将来キャッシュ・フローと

国債の利回り等の適切な指標を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の

時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）

長期借入金の時価は、元利金の合計額と同様の新規借入を行った場合に想定される利

率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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当連結会計年度

書店部門 10,991,354

文具・雑貨・食品部門 1,737,180

セルＡＶ部門 789,935

ＴＶゲーム部門 1,572,986

古本部門 650,483

レンタル部門 1,286,432

新規事業部門 480,643

サービス販売部門 123,385

その他 2,334

顧客との契約から生じる収益 17,634,735

その他の収益 163,697

外部顧客への売上高 17,798,433

７.　収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、小売サービス事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生

じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

（注）「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく収益

（サービス販売部門）であります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.連結計算書類の作成

のための基本となる重要な事項に関する注記　(3)会計方針に関する事項　④重要な収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。
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契約負債 当連結会計年度

期首残高 69,676

期末残高 57,723

(1) １株当たり純資産額 357円66銭

(2) １株当たり当期純損失 68円21銭

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約負債の残高

顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

契約負債は、主に当社グループが付与したポイントのうち、期末時点において履行義務

を充足していない残高であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債に含まれていたものは、

33,857千円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末日現在、ポイントに係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は

55,832千円であります。当社は、当該残存履行義務について、ポイントが使用されるにつれて

今後１年から３年の間で収益を認識することを見込んでいます。なお、当初の予想期間が１年

以内の契約であるものについては、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

８.　賃貸等不動産に関する注記

重要性が乏しいため記載を省略しております。

９.　１株当たり情報に関する注記

１０．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金

その他

資　本

剰余金

資　本

剰余金

合　計

その他利益剰余金
利益剰余金

合  計繰越利益

剰 余 金

2022年４月１日　残高 1,986,000 1,130,452 8,462 1,138,914 △183,470 △183,470

事 業 年 度 中 の 変 動 額

減 資 △1,886,000 1,886,000 1,886,000

当期純損失(△) △361,083 △361,083

株 主 資 本 以 外 の 項

目 の 事 業 年 度 中 の

変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 △1,886,000 － 1,886,000 1,886,000 △361,083 △361,083

2023年３月31日　残高 100,000 1,130,452 1,894,462 3,024,914 △544,554 △544,554

株 主 資 本
評価・換算

差 額 等
純資産

合　計
自己株式

株主資本

合　　計

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金

2022年４月１日　残高 △100,520 2,840,923 86,410 2,927,334

事 業 年 度 中 の 変 動 額

減 資 － －

当期純損失(△) △361,083 △361,083

株 主 資 本 以 外 の 項

目 の 事 業 年 度 中 の

変 動 額 ( 純 額 )

11,499 11,499

事業年度中の変動額合計 － △361,083 11,499 △349,584

2023年３月31日　残高 △100,520 2,479,840 97,909 2,577,749

株主資本等変動計算書
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・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法を採用しております。

事業用定期借地権等が設定されている建物及び構築物につ

いては当該契約期間を耐用年数の限度とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。なお、取得価額10万円

以上20万円未満の減価償却資産については３年間で均等償

却をしております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15～34年

構築物 10～20年

工具、器具及び備品 ３～８年

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウェア ５年

個別注記表

１.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

(2) 固定資産の減価償却の方法

③ 長期前払費用 定額法

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

② 賞与引当金 　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上しております。
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③ 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

イ. 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社の収益は、主に子会社への店舗物件の賃貸による不動産賃貸収入及び子会社への経営

指導料であります。不動産賃貸収入については、企業会計基準第13号「リース取引に関する

会計基準」に基づき、その発生期間に賃貸収益を認識しており、代金は、収益認識後、概ね

１カ月以内に回収しております。経営指導料については、子会社との契約内容に応じた受託

業務の提供を履行義務として識別し、当該業務を提供した時点で収益を認識しており、代金

は、履行義務充足後、契約に基づき、概ね１カ月以内に回収しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(6) 表示方法の変更

（損益計算書）

前事業年度において、区分掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」（当事業

年度は、692千円）は、金額的重要性が乏しいため、当事業年度より「営業外収益」の「そ

の他」に含めて表示しております。
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有形固定資産 2,746,203千円

無形固定資産 110,831千円

長期前払費用 16,776千円

減損損失 234,691千円

２．　会計上の見積りに関する注記

(1) 翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの

固定資産の減損損失

(2) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(3) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当社は、子会社が営む店舗に物件を賃貸しており、当該賃貸物件ごとに資産のグルーピン

グを行っています。また、当社の本社建物等は共用資産としてより大きな単位でグルーピン

グをしております。

上記資産グループにおいては、店舗の損益悪化に伴い損益が継続してマイナス又は継続し

てマイナスとなる見込みとなっている賃貸物件等、土地の時価が著しく下落している賃貸物

件、及び将来使用見込みのない遊休資産を把握し、減損の兆候を識別しています。

減損の兆候がある場合、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの

総額が帳簿価額を下回る場合には、使用価値又は正味売却価額のいずれか高いほうの金額ま

で帳簿価額を減額し、当該減少額を減損損失として計上しています。

減損の兆候の有無の判定に際して使用する営業損益の見込み、及び減損損失の認識の要否

の検討において使用する賃貸物件の割引前将来キャッシュ・フローの算定には、重要な仮定

として、賃貸物件の営業収益は店舗の損益予測により変動することから、各賃貸物件の翌期

以降の営業収益予測については、連結計算書類に計上した減損損失と同様の見積り要素が含

まれております。

上記の重要な仮定は、現時点での判断であるため、実際の状況が仮定と乖離した場合に

は、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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個別注記表

建物 23,868千円

土地 700,871千円

計 724,740千円

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 860,016千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 7,935,915千円

① 短期金銭債権 151,462千円

② 短期金銭債務 1,571千円

営業取引による取引高

営業収益 2,022,163千円

営業費用 35,284千円

営業取引以外の取引による取引高 551千円

場所 用途 種類

愛知県他（28店舗） 店舗 建物等

３.　貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４.　損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

(2) 減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位にグルーピングし

ており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングをしております。

上記資産グループにおいては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている

店舗、及び土地の時価が著しく下落している店舗を対象としております。回収可能価額が帳

簿価額を下回るものについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（234,691千円)として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物201,693千円、構築

物9,411千円、工具、器具及び備品21,432千円、借地権414千円、長期前払費用1,739千円で

あります。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しております。使用価値

の測定にあたっては将来キャッシュ・フローに基づき算定しておりますが、割引前将来キャ

ッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。
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個別注記表

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 116千株 －千株 －千株 116千株

（繰延税金資産） 千円

　賞与引当金 3,748

　貸倒引当金 49,504

　退職給付引当金 107,244

　減価償却限度超過額 803,808

　土地 138,991

　資産除去債務 228,866

　繰越欠損金 181,943

　その他 74,711

　繰延税金資産小計 1,588,819

　評価性引当額 △1,576,858

　繰延税金資産合計 11,961

（繰延税金負債）

　その他有価証券評価差額金 51,342

　資産除去費用 10,933

　その他 1,027

　繰延税金負債合計 63,304

　繰延税金負債の純額 51,342

５.　株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

６.　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
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個別注記表

種 類
会 社 等 の
名 称

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割合（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取 引 金 額
（ 千 円 ）

科 目
期 末 残 高
（ 千 円 ）

子会社

㈱三洋堂書店
（所有）
直接  99.0

経営指導料の受取

店舗の賃貸

従業員の出向

資金の貸付

役員の兼任

経 営 指 導 料
(注)１

739,817

未収入金 139,971
不動産賃貸料
(注)１

1,264,345

出 向 者 給 与
(注)２

634,835

資金の貸付
(注)３、４

800,000

１年内回収

予定の関係

会社長期貸

付金

80,000

関係会社

長期貸付金
720,000

㈱三洋堂プログレ
（所有）

直接  97.5

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付
(注)３、５

100,000
関係会社

長期貸付金
100,000

(1) １株当たり純資産額 353円92銭

(2) １株当たり当期純損失 49円58銭

７.　関連当事者との取引に関する注記

(1) 法人主要株主等

記載すべき重要な事項はありません。

(2) 子会社

（注）１. 当社の採算性を考慮した双方合意により決定した金額であります。

２. 出向者に係る人件費相当額を受け入れております。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

４．子会社㈱三洋堂書店への長期貸付金に対し、82,219千円の貸倒引当金を計上しており

ます。また、当事業年度において82,219千円の貸倒引当金繰入額を計上しておりま

す。

５．子会社㈱三洋堂プログレへの長期貸付金に対し、61,689千円の貸倒引当金を計上して

おります。また、当事業年度において61,689千円の貸倒引当金繰入額を計上しており

ます。

８.　収益認識に関する注記

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計方針に係

る事項に関する注記　(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９.　１株当たり情報に関する注記

１０. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年５月19日

株式会社三洋堂ホールディングス

取締役会　御中

三優監査法人
名古屋事務所

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 川 雄 城

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 啓 太
　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社三洋堂ホールディ
ングスの2022年４月１日から2023年３月31日までの第46期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載
内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間
に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記
載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し
た場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告

－ 27 －



2023/05/22 17:16:01 / 22950445_株式会社三洋堂ホールディングス_招集通知

計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定
に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判
断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　上
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